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2020年6月パワハラ防止措置義務化、
ハラスメント防止対策は企業の命題

日程 2020年5月29日（金）

時間 13:30～14:30（13:15からアクセス開始）

定員 100名
（1社2名様まで、参加費無料／事前登録制）

対象 経営者、人事総務部門、
ハラスメント対策室等の方

https://www.obc.co.jp/20200529

※ＱＲコードからもお申込み頂けます。

参加
特典

5.29

※ 講師・共催企業と同業の方はお申込みをお断りする場合がございます。
※ 講師・講演内容は予告なく変更になる可能性がございます。
※ 今後の新型コロナウイルス拡大状況によっては開催が中止となる可能

性があります。

パワハラ指針を踏まえた講ずべき

パワハラ防止措置の実務対応

13:30-14:30

2020年6月からの義務化に向けて、
どのような対策を取るべきか。
「防止措置義務」の解説にとどまらず
「実務対応」まで、
弁護士法人ALG＆Associates 弁護士 片山氏が
1時間で説明する。

労災リスク
信頼の失墜

紛争

人材流出

労働意欲低下

生産性低下

Webセミナー

アンケート回答特典

お申込み

・ハラスメント対策チェックシート
・Cyber Risk Journal



日 時：2020年5月29日（金）
13:30～14:30（13:15よりアクセス可）

定 員：100名
（1社2名様まで、事前申込制・無料） ※ 講師・共催企業と同業の方はお申込みをお断りする場合がご

ざいます。
※ 講師・講演内容は予告なく変更になる可能性がございます。
※ 今後の新型コロナウイルス拡大状況によっては開催が中止と

なる可能性があります。

Program

【講師】片山 雅也氏
弁護士法人ALG&Associates 代表社員／弁護士

東京弁護士会所属。上場企業の社外取締役、厚生労働省・技術審査委員会での委員長や委員を務め
る。近著に「労働紛争解決のための民事訴訟法等の基礎知識」「65歳全員雇用時代の実務Ｑ＆Ａ」
及び「トラブル防止のための就業規則」（いずれも労働調査会）がある他、労務事情、労政時報、
月間人事労務実務のＱ＆Ａ、先見労務管理、労働基準広報、労働新聞及びＬＤノート等へ多数の論
稿がある。企業側労務問題、企業法務一般及びＭ＆Ａ関連法務など企業側の紛争法務及び予防法務
に従事する。

13:30～14:30（13:15よりアクセス可）

パワハラ指針を踏まえた講ずべきパワハラ防止措置の実務対応
2020年6月よりパワハラ防止措置が義務化されます（中小企業は2022年4月から）。ハラスメントが表面化する
と、労災リスク、生産性低下、労働意欲低下などの負の影響が大きいと同時に、昨今ではSNSなどを通じたレ
ピュテーションリスクも見逃すことができません。本セミナーでは、パワハラ指針で求められている「防止措置
義務」の解説にとどまらず、実務対応までを弁護士の視点から1時間で解説します。

１．防止措置義務の内容
①事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
②相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応
④①～③と併せて講ずべき措置

２．防止措置の実務対応
①事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発の実務対応
②相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備する実務対応
③職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応を可能にする実務対応

パワハラ指針を踏まえた講ずべきパワハラ防止措置の実務対応

【共催】
東京海上日動火災保険株式会社／
株式会社東京海上日動パートナーズＴＯＫＩＯ／
宝印刷株式会社／株式会社オービックビジネスコンサルタント

【お問い合わせ】
株式会社オービックビジネスコンサルタント
堀江／坂本／大槻／島津
Tel：03-3342-1880（9：00～17：00 土日祝祭日を除く）
Mail：obc-as@obc.co.jp

顧客満足のみならず、「顧客感動」を実現する。弁護士法人ALGについて

About ALG & Associates I.PC

約90名の弁護士（2020年1月末現在）を擁し、本部に加え、全国各地に10の支部(東京、
宇都宮、埼玉、千葉、横浜、名古屋、大阪、神戸、姫路、福岡)を構え、全国のお客様
のリーガルニーズに迅速に応対することを可能としております。

アンケート回答特典

https://www.obc.co.jp/20200529
※ＱＲコードからもお申込み頂けます。

お申込み

・ハラスメント対策チェックシート（弁護士法人ALG&Associates）

自社のハラスメント対策が現在どの段階に位置し、
これから何をすべきか確認するためにご活用いただけます。

・Cyber Risk Journal（東京海上日動火災保険株式会社）

サイバーリスクの最新動向や企業が取り組むべき対策などを紹介する情報誌


